
令和２年１月 29 日 

神奈川県 情報公開広聴課 

1 

第２回地方公共団体の個人情報保護制度に関する懇談会 発表資料 

１ 個人情報保護条例の実態（神奈川県個人情報保護条例） 

（１）規定内容

〇 制定経緯 

・ 平成２年 神奈川県個人情報保護条例 制定

→ 都道府県で初の条例制定

個人情報保護法、行政機関個人情報保護法に先駆けて制定

〇 定義・範囲 

・ 行政機関個人情報保護法と概ね一致するよう、所要の改正を実施

（例.自己情報の利用停止制度の導入 等）

○ 外部提供の際の手続等に関する規定等

・ 個人情報の目的外利用・提供の制限（条例９条）

法令等の規定に基づく場合等を除き、原則禁止（別紙「条例抜粋」参照）

・ オンライン結合制限（条例 10 条）

法令等の規定に基づく場合等を除き、原則禁止（別紙「条例抜粋」参照）

→ 「必要な保護措置」を講じることを条件に、審議会への諮問を不要とする旨

の答申を取得（別添「諮問・答申」参照） 

（２）運用実態

〇 条例の執行状況（個人情報取扱事業者の取扱いに係る苦情相談対応等） 

・ 現在（※H29.5.30 以降）は、事業者に対する条例上の指導・監督権限はない。

・ 改正個人情報保護法の施行後、相談件数は減少

→ 一般的な相談ではなく、個人情報取扱事業者との個別のトラブル案件が

殆どであり、監督権限を持つ個人情報保護委員会を最終的に案内 

（３）運用体制（各団体の担当部局、組織体系、担当職員数等）

政策局 政策部 情報公開広聴課長 

情報公開グループ ５名 ※ 

個人情報保護グループ ４名 

副課長 

※庁内各局担当を配置し、自己情報開示

請求及び情報公開請求に係る庁内か

らの相談対応を一元的に実施

資料４
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（４）自治体間の連携状況 

○ 都道府県個人情報保護研究会 

・ 参加団体…全都道府県 

・ 開催方法…各団体が幹事持ち回りで幹事団体にて開催（担当者が出席） 

・ 開催頻度…年１回 

・ 議題…個人情報保護制度の運用及び自己情報の開示請求の対応等の個別 

事例の各団体の取扱いの情報共有 

 

○ 県市町村情報公開・個人情報保護制度研究会 

・ 参加団体…神奈川県及び県内 33 市町村 

・ 開催方法…各団体が幹事持ち回りで幹事団体にて開催（担当者が出席） 

・ 開催頻度…年１回 

・ 議題…情報公開・個人情報保護制度の運用及び情報公開請求・自己情報の 

開示請求の対応等の個別事例の各団体の取扱いの情報共有 

 

 

２ 個人情報保護審査会の取扱い（附属機関） 

（１）審議会等の概要 

 

  

名称 情報公開・個人情報保護審議会 個人情報保護審査会 

所掌事務 情報公開・個人情報保護の制度

等に関する調査・審議 

自己情報の開示請求に係る審査請

求に関する調査・審議 

委員数 11 名 ５名 

任期 ２年 ２年 

開催頻度 原則２か月に１回 原則毎月１回 

委員構成 学識経験者（大学教授等）６名 

県内団体（弁護士会、新聞社等）

からの推薦者５名 

学識経験者（大学教授、弁護士）

５名 

会議公開 原則公開 非公開 
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（２）個人情報の外部提供等に係る審議会の答申の役割 

 
諮問事項 

審議会の意見を聴く場合 

（法令等に根拠がある場合等を除く） 

１ 
要配慮個人情報の取扱い

制限（６条） 

例外的に思想、信条、宗教等の要配慮個人情報

を取り扱う必要があるとき 

２ 
本人収集原則の例外 

（８条４項９号） 

相当な理由があると認めて本人以外から収集す

るとき 

３ 

取扱目的以外の目的によ

る利用、提供制限 

（９条２項９号） 

相当な理由があると認めて目的外の利用、提供

を行う場合 

４ 

オンライン結合による個

人情報の提供制限 

（10 条２項） 

オンライン結合による保有個人情報の提供を行

う場合 

 

 

３ 情報公開制度との調整 

○ 情報公開制度との運用の一体性の状況 

・ 個人情報保護条例の規定に基づく事務の指導及び助言等については、情報公開

広聴課個人情報保護グループが担当 

・ ただし、自己情報開示請求に係る指導及び助言等については、情報公開請求に

係る庁内等からの相談対応を担当する同課情報公開グループが一元的に実施 

 

 

４ 住民との関係 

○ 自己情報の開示請求等の対応状況 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

件数 36,425 6,844 6,816 5,860 

※ 開示請求、簡易開示請求、訂正請求、利用停止請求、問合せ、苦情相談の件数の合計 

※ 平成 28 年度以降の件数減少の主な要因 

→ 高等学校入学者選抜学力検査において、合格発表時に全受検者に対し、自己の点数を 

通知することとしたことに伴う、簡易開示請求の減少によるもの 
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５ 個人情報の利活用の状況 

○ 非識別加工情報制度の導入状況 

・ 庁内ニーズの有無や国の動向（例.作成組織等）を注視しながら検討 

 

○ その他団体の保有するパーソナルデータの利活用の状況 

・ 本年７月、「かながわＩＣＴ・データ利活用推進計画」を定め、その中で、個

人の健康情報の収集を進めるとともに、蓄積した健康データの利活用を図ること

を予定 

 

 

６ 国際的な制度調和 

・ 外国にある事業者に提供するケース 該当事例なし 

 

 

７ 企業側のニーズ 

○ 企業等からの個人情報保護条例に関する相談・要望等の状況 

・ 本県には企業等から条例に関する要望は寄せられていない。 

・ 「法の３年ごと見直し中間整理の意見募集に対する団体等からの意見」（日本

経済団体連合会、モバイル・コンテンツ・フォーラムなど）については、個人情

報保護委員会において具体的な支障事例を調査し、その結果を踏まえて検討する

ことも考えられる。 

 

 

８ 地方自治との関係（条例の法による一元化を含めた規律の在り方） 

・ 現時点で本県では支障事例は生じていない。 

・ 国において、支障事例があるとする地方公共団体の事例を調査し、その結果を

踏まえて検討することも考えられる。 

 



別紙 

1 

神奈川県個人情報保護条例（抜粋） 

                            

（利用及び提供の制限） 

第９条 実施機関は、取扱目的以外の目的のために保有個人情報（保有特定個人情報を除

く。以下この条において同じ。）を利用し、又は提供してはならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、実施機関は、次の各号のいずれかに該当するときは、取扱

目的以外の目的のために保有個人情報を利用し、又は提供することができる。ただし、

保有個人情報を取扱目的以外の目的のために利用し、又は提供することによって、本人

又は第三者の権利利益を不当に侵害するおそれがあると認められるときは、この限りで

ない。 

(1) 法令等の規定に基づき利用し、又は提供するとき。 

(2) 本人の同意に基づき利用し、若しくは提供するとき、又は本人に提供するとき。 

(3) 個人の生命、身体又は財産の安全を守るため緊急かつやむを得ない必要があると認

めて利用し、又は提供するとき。 

(4) 出版、報道その他これらに類する行為により公にされているものを利用し、又は提

供するとき。 

(5) 同一の実施機関内で利用する場合又は他の実施機関、国、独立行政法人等、他の地方

公共団体若しくは地方独立行政法人（以下この号において「他の実施機関等」という。）

に提供する場合で、利用する実施機関又は提供を受ける他の実施機関等において事務又

は事業の遂行上必要な限度で利用し、かつ、利用することについて相当な理由があると

認めるとき。 

(6) 専ら統計の作成又は学術研究の目的のために利用し、又は提供するとき。 

(7) 本人以外の者に提供する場合で、当該提供が明らかに本人の利益となるとき。 

(8) 犯罪の予防、鎮圧及び捜査、被疑者の逮捕、交通の取締りその他公共の安全と秩序の

維持のために公安委員会又は警察本部長が利用し、又は提供するとき。 

(9) 前各号に掲げる場合のほか、審議会の意見を聴いた上で、取扱目的以外の目的のため

に利用し、又は提供することに相当な理由があると認めて利用し、又は提供するとき。 

３ 実施機関は、保有個人情報を提供する場合において、必要があると認めるときは、保

有個人情報の提供を受ける者に対し、提供に係る個人情報について、その使用の目的若

しくは方法の制限その他必要な制限を付し、又はその漏えいの防止その他の個人情報の

適切な管理のために必要な措置を講ずることを求めるものとする。 
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（オンライン結合による提供） 

第10条 実施機関は、公益上の必要があり、かつ、個人の権利利益を侵害するおそれがない

と認められるときでなければ、オンライン結合（当該実施機関が管理する電子計算機と実

施機関以外の者が管理する電子計算機その他の機器とを通信回線を用いて結合し、当該実

施機関の保有個人情報を当該実施機関以外の者が随時入手し得る状態にする方法をいう。

次項において同じ。）による保有個人情報の提供を行ってはならない。 

２ 実施機関は、オンライン結合による保有個人情報の提供を新たに開始しようとするとき、

又はその内容を変更しようとするときは、あらかじめ、審議会の意見を聴かなければなら

ない。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限りでない。 

(1) 法令等の規定に基づき提供するとき。 

(2) 本人の同意に基づき提供するとき、又は本人に提供するとき。 

(3) 個人の生命、身体又は財産の安全を守るため緊急かつやむを得ない必要があると認め

て提供するとき。 

(4) 出版、報道その他これらに類する行為により公にされているものを提供するとき。 

(5) 国、独立行政法人等、他の地方公共団体又は地方独立行政法人に提供するとき。 

３ 前２項の規定は、犯罪の予防、鎮圧及び捜査、被疑者の逮捕、交通の取締りその他公共

の安全と秩序の維持のために公安委員会又は警察本部長が警察庁又は他の都道府県警察

に保有個人情報を提供する場合には適用しない。 
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